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回答者

総合政策部長

健康福祉部長

健康福祉部長

市民生活部長

市民生活部長

4 信号機の設置について

1

5 地域活動にDXの導入を

地区からの意見・提言（意見交換）

緑が丘地区

意見・提言の内容

3 福祉タクシー利用券の期限延長について

地震に対応の避難所運営について

2 三木市敬老事業補助金交付要綱について
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市政懇談会 回答 
地区名 緑が丘地区 

意見・提言等 １ 地震に対応の避難所運営について 
(まちづくり協議会) 

（内容） 
地震等発生時の避難所開設は 2 次避難所として緑が丘小学校お

よび緑が丘中学校が設定されているが以下の課題についてお尋ね

します。 
１ 収容人数のスペースは確保出来るのか 
２ 食料や水などの備蓄品の補充は十分なのか 
３ 避難所の冷暖房は完備しているのか 

回 答 （担当課） 総合政策部 危機管理課 
１ 指定避難所に指定している緑が丘小学校及び緑が丘中学校

は、それぞれ収容可能人数約 770 人と 850 人となっており、そ

れに対して、避難者想定数が約 600 人と 300 人と想定してい

ます。両施設合わせますと約 700 人の余裕がある状況となりま

すので、避難者の収容スペースは十分に確保できていると考え

ています。 
２ 大規模災害時には、道路の寸断等により流通機能が停止し、外

部からの救援物資が届きにくくなることが想定されるため、市

民の皆様には、区長並びに民生委員児童委員を対象として毎年

開催しております自主防災組織の活動説明会や防災情報マップ

等により 3 日間程度の家庭備蓄の依頼を行っているところです。 
市が行う備蓄は、外出時に被災し、家庭備蓄品の持出しができ

ない、また、備蓄をしていない方も一定数考えられるため、家庭

備蓄の不足を補うために、非常食や水等の物品を市が定める三木

市備蓄計画に基づき購入し、指定避難所に備え付けています。 
  主な備蓄品としましては、避難者 1 人に対して、飲料水 500

㎖入りが 2 本、非常食 2 食、毛布 2 枚を備え付けています。 
このほか、避難所運営に必要な消毒液などの感染症対策物品、

仕切りパーテーション、段ボールベッド、粉ミルク、液体ミルク、

簡易トイレなどがあります。また、備蓄物品に不足が生じた場合

に対応するため、食糧や生活物資等を扱う民間事業者と災害時応

援協定を積極的に締結し災害に備えています。 
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３ 指定避難所の冷暖房設備については、緑が丘小学校及び緑が

丘中学校共に体育館以外の教室等に設備を整備しています。 
暑い時期や寒い時期の対策としましては、体育館以外の部屋を

優先的に使用する計画で、避難者が多く冷暖房設備のある部屋へ

収容しきれない場合は、近隣で冷暖房設備があり、収容人数に余

裕のある指定避難所への避難を促す対応も必要と考えています。

このほか、災害時応援協定を締結している民間事業者から、冷風

機等の機器を提供いただく対応も行います。 
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市政懇談会 回答 
地区名 緑が丘地区 

意見・提言等 ２ 三木市敬老事業補助金交付要綱について

（まちづくり協議会） 
（内容） 
  令和６年度から当該交付金に伴う基礎データーは「個人情報

保護法」に抵触を理由に提示されなくなった。その業務を自治

会などに委託され実施した。いくつかの疑問が発生したのでお

尋ねする。 
 １ 自治会では会員の生年月日まで把握しておらず７５歳の確

認が取れない 
 ２ 自治会は会員の把握はできるが身上移動などの非会員の把

握はできない 
 ３ 会員が福祉施設などへ入居された場合施設からの支給がわ

からない 
 ４ 住民基本台帳からの情報が不明（同居されているのか） 
 ５ 自治会活動で得た情報も個人情報保護法に抵触する 
 ６ 自治会が行政の業務を代行することによる負担の増加、住

民不信感の増加 
回 答 （担当課）健康福祉部 福祉課 

 「敬老事業補助金」は、多年にわたり社会の進展に寄与された高

齢者を敬愛するとともに、高齢者福祉について広く市民の関心と

理解を深めることを目的として敬老会の開催その他高齢者の長寿

を祝うための事業を実施する自治会等に対し交付しています。 
 令和４年度に、本市では長年実施する事業のうち、社会情勢等に

より時代に即さないと思われる事業の見直しを行いました。 
 そういったなか、この補助金については、敬老会の開催が自治会

の負担になっているとの声や、対象者への記念品配布のみで本来

の「敬老」の趣旨が薄れているとの声などがあったことから、事業

の廃止を検討し、令和４年６月に、区長協議会連合会定例理事会

で、その状況を報告いたしました。 
 この報告に対して、区長協議会連合会が各地区に意見を聴取さ

れ、事業の継続を求める意見や、記念品配布も友愛訪問として高齢

者の様子を知ることのできる貴重な機会であるといった意見など
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補助金存続を区長協議会連合会から要望されました。 
この要望を受けて、改めて市において見直し行い、希望される自

治会には引き続き補助金が受け取れるように事業を継続すること

について、令和５年８月の区長協議会連合会定例理事会に報告し、

了承いただいたところです。 
 また、補助事業であるにもかかわらず、本人の同意なく市が対象

者の名簿を作成し、自治会に提示することについて「個人情報の保

護に関する法律」（個人情報保護法）遵守の観点から運用を見直し、

今年度から、それぞれの自治会において対象者を把握し、事業を実

施するようお願いしたところです。 
 具体的には 
 ①補助金の対象となる７５歳以上の方の把握については、 
  例えば「自治会内に居住する」「（令和６年度であれば）昭和２

５年４月１日以前生まれの方」を対象とした敬老事業を実施す

ることを全戸回覧などで周知いただき参加者を募ることなど

で、対象者を把握いただければと思います。 
 ②施設入所されている方や自治会未加入の方に対しては、 
  敬老事業を実施するかどうかは、それぞれの自治会で決めて

いただくようお願いします。なお、今年度から福祉施設が入所者

を対象に実施する敬老事業は補助金の交付対象とはしておりま

せん。 
 このように、敬老事業の実施については、あくまでも各自治会が

主体的に取り組まれる事業として、実施される自治会に対して、市

はその費用の一部を助成するもので、市が各自治会に敬老会の開

催を委託しているものではありません。 
 この趣旨をご理解いただき、各自治会の創意により事業を実施

されるようお願いしているところです。 
 次に、自治会活動で得た個人情報についての取扱いにつきまし

て、お答えします。 
 個人情報保護法は自治会活動にも範囲が及び、自治会活動で知

り得た個人情報についても適切に取り扱う必要があります。それ

ぞれの自治会内において、例えば、個人情報を取得されるときに使

用する目的を明らかにする、目的以外のことに使わないようにす

る、安全に管理する、といったルールを決めて適正に取り扱ってい
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ただきますようよろしくお願いします。 
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市政懇談会 回答 
地区名 緑が丘地区 

意見・提言等 ３ 福祉タクシー利用券の期限延長について

（まちづくり協議会） 
（内容） 
 １ 令和５年度配布分の有効期限を令和８年３月末まで延長され

たい 
 ２ 配布枚数と利用枚数の実態について 
 ３ 予算削減をうたいながら１年の利用制限はいかがなものか 

回 答 （担当課）健康福祉部 福祉課 
 本市では、高齢者及び障害者の生活上の利便を提供し、社会参加

を促進し、生きがいづくりと自立の向上を図ることを目的として高

齢者及び障害者に対してバス等運賃助成事業を実施しています。 
 助成内容としては、２，０００円相当の神姫バス乗車券や神戸電

鉄乗車券、タクシー利用助成券など６種類の中から１年度に１冊を

限度に、住民税非課税の方は無料、課税の方は５００円の利用者負

担で交付しています。 
 あわせて、運転免許証を自主返納された高齢者の移動支援として

返納後の１回に限り、上記乗車券等を５冊交付しています。 

 タクシー利用助成券は、昨年度まで有効期限を設けていませんで

したが、当面使用予定のない方でも、とりあえず受け取り、そのま

ま長期間保管されるといった、社会参加を促進し、生きがいづくり

と自立の向上を図るという本来の事業目的と異なる実態になってし

まっていたことから、このたび期限を設けることとしました。 

 期限の考え方としては、受け取られてから１年間は使えるように、

お渡しした日の属する年度の翌年度末としており、今年度お渡しし

た券は令和８年３月まで、令和５年度以前にお渡しした券は令和７

年３月までとなっております。 

 この有効期限については、広報みきや交付窓口、さらにはタクシ

ー事業者にも周知していることから、有効期限の延長は予定してお

りませんので、ご理解くださいますようよろしくお願いします。 
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 なお、近年の配布枚数と利用枚数は次のとおりです。 

 配布枚数 
利用枚数  高齢者運賃

助成 
免許返納 
移動支援 

Ｒ４年度 45,604 
20,016 

（5,004 冊） 

25,588 

（6,397 冊） 
24,499 

Ｒ５年度 22,884 
19,580 

（4,895 冊） 

3,304 

 （826 冊） 
19,123 

Ｒ６年度 
（８月末） 

16,580 
15,412 

（3,853 冊） 

1,168 

 （292 冊） 
16,442 

 ※ 高齢者運賃助成による交付は４枚綴りを１冊、免許返納移動支

援による交付は４枚綴りを最大５冊しています。 

   免許返納による交付は令和５年度から１回限りとなりました。 
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市政懇談会 回答 
地区名 緑が丘地区 

意見・提言等 ４ 信号機の設置について（まちづくり協議会） 
（内容） 
１ 広野高原病院前の T 字路に渋滞と危険回避のために信号を設

置してほしい 
 
２ 緑が丘小学校の通学路である交差点の信号を「時差式」に変更

されたし。昨年も提案したが車の通行量が規定に達していないと

いう理由で却下された。しかし小学児童の通学路の安全確保のた

めには必要不可欠 
回 答 （担当課）市民生活部 生活安全課 

１ 広野高原病院前の信号機設置については、平成２８年１月に

も緑が丘まちづくり協議会からの要望を受け、以降、毎年、三木警

察署を通じ兵庫県公安委員会に対し、設置の要望をしています。 
 兵庫県公安委員会によると、県全体として、道路や歩行者の状況

等を元に、優先度を判断されると聞いておりますので、引き続き、

要望を続けてまいります。 
 
２ 昨年度も提言いただいた、グリーンショップ石田の交差点を

歩車分離式信号にすることについては、警察が可否を判断するこ

ととなっています。昨年度の市政懇談会後、現地立ち合い、また、

今回の提案を受け、改めて三木警察署とも協議しましたが、以下の

理由から設置不可との回答を得ています。 
【歩車分離式信号としない理由】 
①緑が丘コープ前及び旧トーホーストア前に歩車分離信号を設置

しており、この中間にもうひとつ、歩車分離式信号を設置するの

は、近接しすぎており、車両通行への影響が懸念される。 
②交通量が朝夕は多いものの、１日を通してみると、通行量が規定

に達していない。 
③歩車分離式信号は、待ち時間が長くなり、故意または過失によ

り、信号無視をする人が現れるなどのリスクがある。 
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市政懇談会 回答 
地区名 緑が丘地区 

意見・提言等 ５ 地域活動に DX の導入を（区長協議会） 
（内容） 
 自治会費を徴収するのに各戸に役員が徴収している。現金を役員

が預かっていることなどに不安を感じる。例えば、自治会への電子

決裁システム（ペイペイなど）の導入支援を市としてできないか。 
 また、これに限らず、自治会役員の負担軽減に DX を活用できな

いか。 
回 答 （担当課）市民生活部 市民協働課 

自治会費の支払いに電子決裁を導入することで、紙での請求書を

銀行等へ持参し支払う手間を省くこと、役員が集金に回り現金を取

り扱うことがなくなるなどのメリットもあります。一方で、電子決

済アプリのダウンロードから使用するためのデジタルスキルが必要

であること、自治会員内において、電子決済を利用する会員と利用

しない会員双方への対応が必要になることや、電子決済サービスに

よってはサービス手数料が発生する場合など、自治会の負担増とな

ることも考えられます。 
これらを考慮し、自治会の総意で導入すると決定した場合には、

市としても他市の事例を紹介するなどの支援を行います。また、導

入に係る費用については、現在交付しています「地域まちづくり交

付金」の事業計画や事業予算に計上していただき、活用していただ

きたいと考えています。 
また、自治会役員の負担軽減については、全自治会へ依頼してい

る全戸回覧の配布物を、令和２年度から緊急を要するものを除き、

月初めの便に集約しました。これにより、実施前の令和元年度、２

２８件ありました配布物は、令和４年度には１２９件と約半減して

おり、区長様の負担軽減に努めています。 
今後も自治会の負担軽減等については、デジタル化の活用など含

め地域と一緒に考えていきますので、具体的な困りごとがあれば市

民協働課までご相談ください。 
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